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平
成
27
年
度
の
各
会
計
の
決
算

が
ま
と
ま
り
ま
し
た
の
で
、
概
要

を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

普
通
会
計
の
実
質
収
支
は
約

４
億
４
１
８
８
万
円
の
黒
字
と
な

り
、
企
業
会
計
を
含
め
た
す
べ
て

の
会
計
で
も
収
支
が
黒
字
と
な
り

ま
し
た
。
ま
た
、
健
全
化
判
断
比

率
・
資
金
不
足
比
率
に
お
い
て
も

財
政
状
況
は
健
全
性
を
示
す
結
果

と
な
り
、
引
き
続
き
良
好
な
財
政

状
況
を
維
持
し
て
い
ま
す
。

　

し
か
し
、
歳
入
で
は
、
地
方
交

町
の
財
政
状
況
に
つ
い
て

付
税
に
大
き
く
依
存
し
町
税
な
ど

の
自
主
財
源
が
伸
び
悩
ん
で
い
る

の
が
現
状
で
あ
り
、
歳
出
で
は
、

急
速
に
進
む
高
齢
化
に
よ
っ
て
医

療
・
介
護
給
付
費
な
ど
の
社
会
保

障
に
関
す
る
経
費
の
増
加
傾
向

が
続
い
て
い
ま
す
。さ
ら
に
今
後

は
、
高
度
経
済
成
長
期
に
整
備
さ

れ
た
公
共
施
設
の
大
規
模
改
修
や

修
繕
、
建
替
な
ど
の
経
費
の
増
加

が
見
込
ま
れ
ま
す
。
生
産
年
齢
人

口
の
減
少
に
伴
う
税
収
の
減
少
な

ど
に
よ
っ
て
、
歳
出
に
見
合
う
歳

入
の
確
保
は
一
段
と
厳
し
い
状
況

に
な
っ
て
く
る
も
の
と
思
わ
れ
ま
す
。

地
方
交
付
税
は
２
・
２
％
減
少

　

平
成
27
年
度
の
普
通
会
計
の
歳

入
総
額
は
、
前
年
度
よ
り
３
億
95

万
円
、
３
％
の
減
と
な
り
ま
し

た
。
こ
れ
は
国
の
経
済
対
策
に
よ

る
臨
時
交
付
金
の
増
加
が
あ
っ
た

一
方
、
仕
七
川
小
学
校
新
築
工

事
、
ラ
グ
ビ
ー
場
整
備
事
業
の
完

了
に
伴
う
国
庫
支
出
金
、
県
支
出

金
な
ど
が
減
少
し
た
こ
と
に
よ
る

も
の
で
す
。
町
の
主
要
な
財
源
で

あ
る
地
方
交
付
税
も
前
年
度
よ
り

１
億
２
７
８
８
万
円
減
少
し
て
い

ま
す
。
地
方
交
付
税
は
、
町
村
合

普
通
会
計　

歳
入

■普通会計
一般会計と凶荒予備事業特別会計を合算し一つ
の会計としたもの
■町税
町民の皆さんに納めていただく税金（町民税や
固定資産税など）
■地方交付税
町が一定の行政サービスを行うために、国から
町に交付されるお金
■地方譲与税
国税として徴収したものを、国が町へ譲与した
お金

用語の解説（1）

平 
成 

27 

年 

度

決
算
報
告

歳入合計
98億

8,587万円

県支出金（6.4％）
6億3,638万円
県支出金（6.4％）
6億3,638万円

国庫支出金（4.6％）
4億4,951万円

国庫支出金（4.6％）
4億4,951万円

町債（7.3％）
7億2,480万円
町債（7.3％）
7億2,480万円

町税（8.9％）
8億7,924万円
町税（8.9％）
8億7,924万円

繰越金（4.6％）
4億 5,177万円
繰越金（4.6％）
4億 5,177万円

自主財源
（22％）
自主財源
（22％） その他（8.5％）

8億 4,460万円
その他（8.5％）
8億 4,460万円

地方交付税（56.7％）
56億38万円

地方交付税（56.7％）
56億38万円

依存財源
（78％）
依存財源
（78％）

地方譲与税ほか（3.0％）
2億9,919万円

地方譲与税ほか（3.0％）
2億9,919万円
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併
に
よ
る
優
遇
措
置
が
平
成
26
年

度
で
終
了
し
、
平
成
27
年
度
よ
り

５
年
間
を
か
け
て
本
来
の
算
定
額

に
段
階
的
に
削
減
さ
れ
る
縮
減
が

開
始
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

町
の
歳
入
は
、
国
や
県
か
ら
交

付
さ
れ
た
依
存
財
源
が
全
体
の

78
％
を
占
め
て
い
ま
す
。
こ
の
割

合
が
高
ま
る
に
つ
れ
て
財
務
体
質

の
硬
直
化
が
進
み
、
弾
力
性
の
あ

る
財
政
運
営
が
困
難
に
な
っ
て
い

き
ま
す
。

義
務
的
経
費
が
５
・
５
％
減
少

　

歳
出
に
つ
い
て
は
、
対
前
年
度

比
３
億
４
０
２
７
万
円
、
３
・
６

％
減
と
な
り
ま
し
た
。
こ
れ
も
歳

入
と
同
様
に
、
仕
七
川
小
学
校
新

築
工
事
、
ラ
グ
ビ
ー
場
整
備
事
業

の
完
了
な
ど
、
投
資
的
経
費
の
減

少
が
主
な
要
因
と
な
っ
て
い
ま

す
。
ま
た
、
義
務
的
経
費
に
つ
い

て
は
、
人
件
費
、
扶
助
費
、
公
債

費
の
全
費
目
が
減
少
し
た
こ
と
で

対
前
年
度
比
２
億
１
９
８
７
万
円

の
減
少
と
な
り
ま
し
た
。

　

基
金
の
積
み
立
て
や
公
債
費
の

削
減
（
借
金
の
返
済
）
を
計
画
的

に
進
め
る
こ
と
で
、
将
来
世
代
へ

の
負
担
を
最
小
限
に
抑
え
、
バ
ラ

普
通
会
計　

歳
出

■投資的経費
道路や学校の建設などに要す
る経費（普通建設事業費、災
害復旧事業費）

■義務的経費
法令などによってその支出が
義務づけられている経費（人
件費、扶助費、公債費）

■繰出金
特別な行政サービスを行った
り収支の不足分を補うために
他の会計（特別会計など）へ
支出する経費

■扶助費
社会保障制度の中で必要とさ
れる、各種法令に基づく経費

■公債費
町の借金返済にかかる経費

■物件費
町の経費のうち消費的性質を
もつ経費（賃金、旅費、需用
費など）

用語の解説（2）

100
(％)

75

50

25

0
H23 H24 H26H25 H27

92.7

61.1

45.3

27.2

8.3

将 来 負 担 比 率 の 推 移 平成27年度の大きな支出 支出額

消防本部庁舎新築工事 2億8,803万円

学校教育施設整備基金積立金 2億5,000万円 

財政調整基金積立金 2億3,423万円

まちなか交流館整備事業  5,796万円

高規格救急自動車整備事業 2,973万円 

直瀬住民センター屋根改修工事 2,260万円 

歳出合計
90億

8,479万円

繰出金（16.2％）
14億7,275万円
繰出金（16.2％）
14億7,275万円

義務的経費
（41.5％）
義務的経費
（41.5％）

扶助費（6.9％）
6億2,681万円
扶助費（6.9％）
6億2,681万円

公債費（12.9％）
11億7,005万円
公債費（12.9％）
11億7,005万円投資的経費

（11.4％）
投資的経費
（11.4％）

普通建設事業費など（11.4％）
10億3,390万円

普通建設事業費など（11.4％）
10億3,390万円

物件費（14.7％）
13億3,128万円
物件費（14.7％）
13億3,128万円

維持補修費（1.0％）
9,120万円

維持補修費（1.0％）
9,120万円

補助費等（8.9％）
8億858万円

補助費等（8.9％）
8億858万円

その他経費
（47.1％）
その他経費
（47.1％）

積立金（5.7％）
5億1,993万円
積立金（5.7％）
5億1,993万円

投資/出資/貸付金（0.6％）
5,629万円

投資/出資/貸付金（0.6％）
5,629万円

人件費（21.7％）
19億7,400万円
人件費（21.7％）
19億7,400万円
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ン
ス
の
と
れ
た
財
政
基
盤
の
構
築

に
努
め
て
い
ま
す
。

特
別
会
計
は
実
質
収
支
２
億
２
７

９
２
万
円
の
黒
字

　

特
定
の
事
業
を
行
う
た
め
に
一

般
会
計
と
区
分
し
て
設
置
し
て
い

る
特
別
会
計
は
、
全
10
会
計
と
も

黒
字
決
算
と
な
り
ま
し
た
。
た
だ

し
、
こ
れ
は
一
般
会
計
か
ら
の
繰

入
金
（
全
特
別
会
計
で
総
額
14
億

特
別
会
計
と
企
業
会
計

定
が
行
わ
れ
た
こ
と
で
収
益
が
対

前
年
度
比
３
１
６
万
円
減
と
な
り

収
益
的
収
支
60
万
円
の
赤
字
と
な

り
ま
し
た
。

　

一
般
会
計
か
ら
の
出
資
及
び
負

担
金
等
は
、
病
院
事
業
で
１
億
１

３
５
５
万
円
、
老
人
保
健
施
設
事

業
で
４
６
６
８
万
円
と
な
っ
て
お

り
、
一
般
会
計
か
ら
の
支
援
に
依

存
し
た
経
営
体
質
で
も
あ
る
こ
と

が
今
後
の
改
善
課
題
と
な
っ
て
い

ま
す
。

企
業
会
計
は
両
会
計
と
も
に
赤
字

決
算

　

病
院
事
業
に
お
い
て
は
、
看
護

師
不
足
に
よ
る
一
般
病
棟
入
院
基

本
料
の
変
更
を
余
儀
な
く
さ
れ
、

入
院
収
益
が
対
前
年
度
比
２
５
４

９
万
円
減
と
な
り
収
益
的
収
支
３

７
４
６
万
円
の
赤
字
と
な
り
ま
し

た
。

　

老
人
保
健
施
設
事
業
に
お
い
て

は
、
施
設
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
は
増

と
な
り
ま
し
た
が
、
介
護
報
酬
改

７
２
７
５
万
円
）
に
よ
っ
て
収
支

の
均
衡
を
保
っ
て
い
ま
す
。

　

繰
入
金
は
、
一
般
会
計
歳
出
の

１６ 

・ 

２
％
（
企
業
会
計
を
含
む
。）

を
占
め
て
お
り
、
他
の
類
似
団
体

と
比
べ
て
も
高
い
割
合
と
な
っ
て

い
ま
す
。
こ
の
た
め
、
一
般
会
計

か
ら
の
繰
入
金
削
減
を
目
的
に
、

民
間
の
ノ
ウ
ハ
ウ
を
活
か
し
た
運

営
手
法
の
導
入
に
よ
る
経
営
の
合

理
化
も
必
要
と
な
っ
て
き
て
い
ま

す
。

特別会計の決算状況

会計名 歳　入 歳　出 実質収支

国民健康保険事業 17億234万円 15億5,440万円 1億4,794万円

国民健康保険診療所事業 9,522万円 8,583万円 939万円

後期高齢者医療保険事業 1億4,875万円 1億4,576万円 299万円

介 護 保 険 事 業 17億1,974万円 16億9,330万円 2,644万円

訪 問 看 護 事 業 2,860万円 2,173万円 687万円

簡 易 水 道 事 業 5億6,769万円 5億2,490万円 2,312万円

農業集落排水事業 1億9,118万円 1億8,583万円 535万円

公共下水道事業 2億5,646万円 2億5,303万円 343万円

浄 化 槽 事 業 3,936万円 3,697万円 239万円

分譲宅地造成事業 584万円 584万円 0万円

病院事業の決算状況

区　　分 収　　入 支　　出 純 利 益

収 益 的 収 支 8億4,703万円 8億8,449万円 △3,746万円

うち医業収支 7億4,328万円 8億6,595万円 △1億2,267万円

資 本 的 収 支 1,264万円 3,412万円 △2,148万円

老人保健施設事業の決算状況

区　　分 収　　入 支　　出 純 利 益

収 益 的 収 支 2億7,970万円 2億8,030万円 △60万円

うち介護サービス収支 2億4,397万円 2億7,146万円 △2,779万円

資 本 的 収 支 1,581万円 2,935万円 △1,354万円
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各
比
率
と
も
基
準
を
大
き
く
ク
リ

ア
し
健
全
性
を
維
持

　

自
治
体
の
経
営
破
た
ん
を
未
然

健
全
化
判
断
比
率
と
資
金
不
足
比
率

対
前
年
度
比
５
・
２
％
の
減

　

町
が
、
あ
る
目
的
の
た
め
に
行

う
借
金
を
「
地
方
債
」
と
い
い
ま

す
。
主
に
長
期
に
わ
た
っ
て
使
用

さ
れ
る
公
共
施
設
を
整
備
す
る
た

め
に
借
り
入
れ
て
お
り
、
こ
の
借

り
入
れ
に
よ
っ
て
世
代
間
の
負
担

を
公
平
に
し
て
い
ま
す
。

　

平
成
27
年
度
は
全
会
計
で
７
億

６
３
７
０
万
円
の
借
金
を
新
た
に

行
い
ま
し
た
。
こ
こ
か
ら
平
成
27

年
度
に
返
済
し
た
金
額
を
差
し
引

い
て
、
借
金
残
高
は
前
年
度
比
で

地
方
債
（
全
会
計
）

対
前
年
度
比
10
・
７
％
の
増

　

町
の
貯
金
で
あ
る
基
金
は
、
法

令
な
ど
に
基
づ
き
特
定
の
目
的
に

使
う
た
め
に
設
置
さ
れ
て
お
り
、

将
来
の
投
資
へ
の
備
え
と
し
て
積

み
立
て
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

平
成
27
年
度
普
通
会
計
の
基

金
の
状
況
は
、
積
み
立
て
を

５
億
１
９
９
２
万
円
、
取
り
崩
し

を
１
億
７
９
６
８
万
円
行
い
、
さ

ら
に
普
通
会
計
決
算
の
剰
余
金
か

ら
３
億
１
０
０
０
万
円
を
財
政
調

整
基
金
に
積
み
立
て
た
こ
と
で
、

基
金
（
普
通
会
計
）

に
防
ぎ
、
財
政
状
況
が
悪
化
し
た

団
体
に
は
早
期
に
健
全
化
を
促
す

こ
と
を
目
的
と
し
た
財
政
健
全
化

法
に
よ
り
、
各
比
率
を
算
定
し
、

議
会
へ
報
告
・
公
表
す
る
こ
と
が

義
務
付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

健
全
化
判
断
比
率
の
う
ち
、
い

ず
れ
か
一
つ
で
も
早
期
健
全
化
基

準
以
上
と
な
る
と
早
期
健
全
化
団

体
と
な
り
、
財
政
健
全
化
計
画
を

策
定
し
、
自
主
的
な
改
善
努
力
が

求
め
ら
れ
る
よ
う
に
な
り
ま
す
。

同
様
に
財
政
再
生
基
準
以
上
と
な

る
と
財
政
再
生
団
体
と
な
り
、
財

政
再
生
計
画
を
策
定
し
た
う
え
で

国
・
県
の
強
力
な
関
与
の
下
で
確

実
な
財
政
再
建
を
実
行
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
く
な
り
ま
す
。

　

久
万
高
原
町
は
各
比
率
と
も
基

準
を
大
き
く
ク
リ
ア
し
、
健
全
性

を
維
持
し
て
い
ま
す
。

対
前
年
度
比
６
億
５
０
２
４
万

円
増
の
67
億
３
０
６
１
万
円
の

残
高
と
な
っ
て
い
ま
す
。

８
億
９
６
１
６
万
円
減
の
１
６
３

億
６
４
５
８
万
円
と
な
っ
て
い
ま

す
。

■実質赤字比率
普通会計の赤字額から財政運
営の深刻度を判断する比率
■連結実質赤字比率
全会計の合算による赤字額か
ら財政運営の深刻度を判断す
る比率
■実質公債費比率
各会計の借金を返済するため
の支出額から資金繰りの危険
度を判断する比率
■将来負担比率
決算時点での借金の残高や将
来負担する退職金などから財
政への圧迫度を判断する比率
■資金不足比率
公営企業ごとの資金不足から
経営状況の深刻度を判断する
比率
■類似団体
人口や産業構造などで分けら
れたグループで、久万高原町
と同じグループに属する自治
体

用語の解説（3）

67.588.0 83.0 77.7 72.6

91.0104.6 99.0 99.2 94.4

163.6199.8 188.6 183.0 172.6

300

200

(億円

100

) H27H26H25H24H23
普通会計 特別会計 企業会計

地方債残高の推移

5.1

7.2
6.6 6.1 5.6

67.588.0 83.0 77.7 72.6

91.0104.6 99.0 99.2 94.4 42.018.8

20.3

2.1

24.9

17.4

1.1

23.3

2.023.1

1.9

31.0

22.2

2.0

36.6

67.337.3 47.3 56.0

基金積立の推移
60.8

40

30

20

10

(億円)

50

70

60

H23 H24 H25 H26 H27
財政調整基金 減債基金 その他基金

42.018.8

20.3

2.1

24.9

17.4

1.1

23.3

2.023.1

1.9

31.0

22.2

2.0

36.6

＜健全化判断比率＞ H27比率 H26比率 早期健全化基準 財政再生基準

実 質 赤 字 比 率 －
（△6.73）

－
（△9.38） 14.21 20.0

連結実質赤字比率 －
（△27.82）

－
（△30.29） 19.21 30.0

実質公債費比率 11.5 12.5 25.0 35.0

将 来 負 担 比 率 8.3 27.2 350.0 －

＜資金不足比率＞ H27比率 H26比率 経営健全化基準 備考

資 金 不 足 比 率 －
（△98.4）

－
（△96.5） 20.0

※赤字が生じない場合は 「－」 で表示、参考値の黒字比率を （△） 内に掲載。

（％）
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